
為」すなわち「医行為」を行うことを禁止し、

例外的に、「主治の医師又は歯科医師の指

示があつた場合」、看護師等が指示された

当該医行為を「診療の補助」業務として行

うことができるとしているのです。

―― その他のいわゆるコメディカルはどの

ようなかたちで医療システムに組み込まれ

ているのでしょうか。

平林 「販売及び授与目的の調剤」を薬

剤師に（薬剤師法第19条）、「人体に対する

放射線の照射」を診療放射線技師に（診

療放射線技師法第2条第2項、第24条）、そ

れぞれ独占的に分担させています。

また、昭和30年代以降、さまざまなコメディ

カルの職種が誕生しましたが、法の形式上

は、「診療の補助」として行う「医行為」は、

看護師に概括的に業務独占されているわ

けですが、コメディカルには、それぞれの法

律によって個別的に特定された医行為につ

いてのみ、いわば例外的に保助看法の規

定にもかかわらず「医師の指示」に基づい

て「診療の補助」として行うことが認められ

ているのです。例えば、臨床検査技師は、

微生物学的検査、血清学的検査等の「検

マイティにできるわけです。そして、その他の

医療関係職種には、医師の指示の下での

一定の範囲の医行為だけを認める、という

のが基本的な枠組みです。例えば、看護に

ついては、保健師助産師看護師法（以下、

保助看法）の第5条で、看護師の業務を

「傷病者若しくはじよく婦に対す

る療養上の世話又は診療の補

助」とし、同法第31条でこれら

の業務を看護師に業務独占

させています。他方、医行為

について保助看法第37条

は、看護師等が原則として、

「診療機械の使用、医薬品の

授与、又はこれについての指

示」に例示される「医師又は歯

科医師が行うのでなければ衛生

上危害を生ずるおそれのある行

法律の枠組み

―― 医師とその他の医療従事者の関係

は法律上、どのように整理されているので

しょうか。

平林 「医行為」を中心に

見てみますと、医師

法17条は「医師で

なければ、医業

をなしてはな

らない」と規

定し、医師が

医業（「医行

為」を「業」と

すること）を独

占することを認

めています。医師

は、医行為をオール

違法性阻却論を超えた
制度全体の枠組みの議論を
平林勝政氏 國學院大學法科大学院長

平林勝政「医行為をめぐる業務の分担」（『人の法と医の倫理』（信山社）2004）
平林勝政「医行為をめぐる法制度論的問題状況」（『年報医事法学19号』2004）

医師が医業を独占して、医師の指示を受けた看護師が「診療の補助」を担う。そのような医行為の規制の仕組みの
どこに問題があり、それをどのように変えるべきなのか。この問題に詳しい國學院大學法科大学院長・平林勝政氏にうかがった。

医行為の抜本的見直しが必要
これまでの医師を頂点とする縦型の分業体制できた医療システムをよりうまく機能させるため、業務と責任の問題を現実を踏まえて見直していく必要がある。
それを進めるためには、法律で枠組みをつくり、医療関係者の連携のあり方を再構築することが求められる。



ンダーの問題、つまり「性による差別に基づ

く主従関係が存在する」という問題が指摘

されていて、医療関係者の意識がそれを助

長しているとの主張があります。すなわち医

師にすれば、医行為はとても単独ではでき

ないから、指示に従ってくれる部下がほし

い。そのとき、文句を言わず指示通り動く看

護師の方が使いやすい、という意識になり

やすいということです。また看護師の側に

は、本来自らの責任で判断しなければなら

ないことについても、医師の指示を仰いで

きた面があるのではないか。専門職がそれ

ぞれ自らの責任を果たすことで初めて医療

がよりよいものになっていくとするならば、医

師に従順なだけの看護師のあり方は決して

妥当ではないと思います。そのような意味

で、本来のあるべき業務分担が実現してい

るとは言えないでしょう。それは医師の側の

責任でもあり、また同時に、看護の側の責任

でもあります。

規制緩和の条件

―― 業務独占ということでは、医師とコメ

ディカルの関係は、弁護士と隣接法律専門

職の関係と似たところがあるのでしょうか。

平林 似た面がなくもありませんが、決定

的に違うのは、例えば司法書士などは、弁

護士の指示や指揮命令の下で業務を行う

わけではないのに対して、医療の世界では

医師が医行為についてすべてコントロール

していなければならないということです。コ

メディカルの行為を規定する法律の条文に、

法律によって言い回しに違いがあるのです

が、基本的に「医師の指示に基づいて」と

いう前提がいちいち付けられていることが

そのことを表しているのだと思います。こと

の当否は別にして、現行法上の構造からい

えば、それはある種の上下関係と言っても

よいでしょう。言い換えれば、医師の責任は

それだけ重いということであり、そのことを

医師自らがどれだけ自覚しているかが問

われるのではないでしょうか。

―― 新たな職種の制度ができるとき、医
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体検査」と心電図検査、心音図検査、脳波

検査等の政令で定められた「生理学的検

査」を行うことを業とする者ですが（臨床検

査技師、衛生検査技師に関する法律第2条

第1項）、保助看法第31条第1項等の規定

にかかわらず、「診療の補助として採血（医

師の具体的な指示を受けて行なうものに限

る。）及び第2条第1項の政令で定める生理

学的検査を行なうことを業とすることができ

る」とされているのです。（同法第20条の2）

―― なぜ看護師を増やさず、医療関係の

職種を多様にしたのでしょう。

平林 昭和30年代から昭和40年代にかけ

て看護師不足が社会問題になりましたが、

そのとき、医療技術の進歩等を背景に単機

能の専門職種の必要性が唱えられました。

法律上、医師はすべての医行為を行える

わけですが、医師一人で医行為をすべて

行うことは現実には難しい。同じように、看

護師だけで必ずしもすべての「診療の補

助」行為ができるわけではありません。発達

した現代の医療を円滑に行うためには、い

ろいろな医療関係職種がチームを組んでそ

れぞれ専門の部分を分担し、かつ緊密に

連携することが必要になってきており、今や

医師一人では気のきいた治療ができないと

いう状況です。

これは確か中木高夫先生のご発言だっ

たと思うのですが、「これからのチーム医療

は弦楽四重奏型でなければならない。」と

いうようなことをおっしゃっていました。どう

いうことかと申しますと、これまでのチーム

医療はいわばオーケストラ型で、トップにい

る医師が指揮棒を振り、みんながそれに付

いていくというようなかたちだったが、これ

からは弦楽四重奏型にしなければならな

い。つまり、フレーズごとに主旋律を奏でる

奏者が替わり得るように、各コメディカルが

事柄に応じて責任を持って受け持つことが

必要で、それによってこそ新しい高度な医

療に対応できるのだというものですが、非常

に説得力のあるご意見だと思います。

―― 医療関係者の連携の現状は。

平林 医師と看護師の関係についてはジェ

師や看護師の団体に抵抗は生じなかった

のでしょうか。

平林 医師との関係についていえば、コメ

ディカルは「医師の手足である」という議論

が昔からあります。医師の側としては、新し

い職種をコントロールする権限が維持され、

医行為についての医師の最優位性が担保

される限り、人手は増えた方がよいというこ

とになると思います。

むしろ業務領域について争いが生じる

のは看護師とその他の職種の間です。看

護師にすれば、保助看法上は「診療の補

助」については自分たちが業務独占してい

ることになっているのですが、その例外とし

て、いろいろなコメディカルに「診療の補助」

として特定の医行為を行うことが認められ

てきます。そうすると、本来、自分たちの仕

事であったものが他のコメディカルにどんど

んとられていくことになります。例えば、リハ

ビリについては理学療法士や作業療法士

が登場しました。採血については、大きな病

院に行けば臨床検査技師がいます。また、

「療養上の世話」の分野においても、介護

職との間でその問題が顕在化しています。

例えば、医学管理を要する在宅の高齢者へ

の訪問看護が行われる場合、訪問看護師

と介護福祉士やヘルパーとの業務がバッ

ティングしています。看護師の独占業務とさ

れる「療養上の世話」とほとんど変らないと

思われるような行為が介護職によって行わ

れているという実態があるのです。

―― 時代の変化とともにコメディカルなど

の職務が拡大してきたということですね。

平林 例えば、歯科衛生士は、終戦直後、

ＧＨＱの指示でアメリカの制度を導入し、保

健所歯科の現場で「歯牙及び口腔の疾患

の予防処置」を行う者として養成しようとい

うものであったと言われています。しかしな

がら実際は、保健所よりもむしろ地域の歯

科診療所で働く歯科衛生士が増えていき

ました。それに伴い、その業務内容を拡大

する必要性が生じてきます。そこで昭和30

年に法改正がなされ、歯科衛生士は「歯科

診療の補助」ができるようになりました。さら
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に平成元年には、「歯科保健指導」を行うこ

とが認められました。そして今や歯科衛生

士は、一般病院において適切な口腔ケアを

行うことにより他の病気を予防する役割が

期待されるようになってきていますし、さらに

抜歯のための局所麻酔までをも任せてほし

いと主張する向きもあります。

私は、あまりに性急な規制緩和に対しては

ブレーキをかける役割を果たしたいと思って

いますが、方向としては、コメディカルの業務

範囲が今後とも拡大していくのは間違いな

いのではないでしょうか。

―― 医療機器の進歩などの条件の変化で

順次見直していく必要があるとすれば、コメ

ディカルが行うことのできる医行為について

の規定のあり方にも工夫が求められますね。

平林 臨床検査技師の業務も拡大してい

ますが、臨床検査技師の行い得る「生理学

的検査」について、現行法上は「政令」が定

めるとされているのですが、私は、閣議決定

を必要とする政令ではなく、他の法律と同

様に「厚生労働省令」で定めて、現実の変

化に機敏に対応できるようにした方が良い

のではないかという議論を検討会でしたこ

とがあります。臨床検査技師法は、平成17

年4月、その方向で改正されています。

また、どのような生理学的検査ができるか

について、現行法では具体的に16項目が

限定的に列挙されています。これに対して

医療現場では、それを越える範囲で医師の

指示の下で臨床検査技師が実施している

とも言われる実態を受けました。医師が診

療上必要と認め、人体への侵襲度が少な

い検査機器で行われる生理学的検査につ

いては、「機能別包括方式」をとり、臨床検

査技師が柔軟に対応できるようにすべきで

あるという主張もなされていますが、仮にこ

のような方式でいくのであれば、各検査領

域の具体的検査項目をどのような手続で誰

が責任を持って特定していくかについての

制度的保障が必要なのではないでしょうか。

―― 医行為の規制緩和では救急救命士

による気管挿管が話題になりました。

平林 それまで救急救命士は医師の具体

的な指示を受けることを前提に、心肺機能

停止状態にある傷病者に対する食道閉鎖

式エアウェイ※1およびラリンゲアルマスク※2を

用いた気道確保をすることだけが認められ

ていたのですが、平成13年、秋田県で救急

救命士が気管挿管によって人命を救ったこ

とが大々的に報道され、以降、同様のケー

スが陸続と報告されました。それを受け、厚

生労働省は翌年、検討会を開いて、議論を

した結果、気管挿管をしなければならない

ケースは言われているほどはないだろう。し

かし、ゼロではない。そこで「気管挿管に必

要な専門的知識に関する講習と、所定の30

症例以上の病院実習を修了した」救急救命

士に限定的に認めよう、となったのです※3。

―― つまり、気管挿管という医行為がで

きるか否かという観点から見ると、救急救命

士は2種類いるわけですね。

平林 法制度論的な観点からすれば、一

定の要件を満たした者を、例えば「上級救

急救命士」というように資格化するべきでは

ないかと思われますが、厚生労働省はそこ

に手を付ける気はありません。そこで問題

をどう解決するかですが、救急救命士の場

合、厚生労働省だけではなく消防庁もかか

わっていますので、実際には、消防関係法

令等による業務規制により、一定の研修を

修了した者のみが気管挿管を実施できると

する方法で決着がつけられました。しかし、

すべてこのような方式で解決できるわけで

はないでしょう。

また、最近、看護師の静脈注射に関する

規制緩和の議論がありましたが、静脈注射

といっても多種多様で、例えばブドウ糖と抗

ガン剤の静注を同等に扱うことはできない

のではないかと思います。抗がん剤の静注

の場合、これが漏れると大変なことになりま

すから、事後処置の知識と技術が不可欠と

なりましょうが、普通の看護師のすべてが

標準的な知識・技術としてこれを持ってい

るわけではないようです。この例から考え

ても、私は、これから看護も専門分化する必

要があり、将来的には、国家制度としての「専

門看護師」制度の導入が必要だと思います。

また、一定の知識と技術能力の維持・確

認という観点から、免許更新制の導入につ

いても検討されてしかるべきべきだと考え

ています。

コメディカルの業務拡大を考える場合、①

業務拡大が患者にとって有用かつ有効で

あることが検証できるデータを提示できるこ

と、②患者の安全を担保できる教育体系が

構築されていること、③事故が発生したとき

に、その内容を検証できるシステムができて

いること、の3つ視点が重要であると思いま

す。これらは医療の安全性の確保という大

命題にもリンクするものだと思います。

―― コメディカルの規制緩和の要求の背

景に、自分たちの教育年限が延長している

ことへの自負もあるのでは。

平林 確かに薬剤師は6年コースが増え、

看護師も3年の専門学校や短大が主であっ

たものが4年制の大学が増え、大学院の修

士課程、さらには博士課程を修了した看護

師も少なからずいます。歯科衛生士の教育

年限も1年が2年になり、さらに3年になりま

した。

単機能のコメディカルは技量をアップさせ

やすい側面があるのは確かだと思います

が、それを医療システム全体の中でいかに

コントロールしていくかは、また別問題です。

何といっても医師は学習した時間、知識量

などは他の職種に比べて多く、その役割が

重要であることは変わりません。ただ、最初

の議論に戻ってしまいますが、医師一人で

すべての医療を担うことは、現実的に不可

能です。医師が担うべき要の部分はどこな

のか、どこを他の職種に委譲してよいのか、

そのポイントを押さえた上での議論でなけ

れば、いたずらに混乱を招くだけでしょう。

医師とコメディカルとの業務分担について、

いかにカンファレンスすることができるか。

そのプロセスが非常に重要であると思い

ます。関係者がきちんと議論できる関係を

つくること、それが出発点ではないでしょ

うか。

※1 食道閉鎖式エアウェイ：人工呼吸が必要な傷病者の気道を確保するために使用
する器材。口の中に管を挿入し空気を送る。先端の食道カフで食道を閉鎖し、ま
た中央の咽頭カフで咽頭を閉鎖し換気操作を行うことで、酸素が肺内に入ります。
食道を閉鎖するため胃内容物の逆流防止が可能。先端チップと胃ベント孔が連
通しており、胃の減圧が可能となっている。適応は130～185ｃｍの成人となって
いる。

※2 ラリンゲアルマスク：人工呼吸が必要な傷病者の気道を確保するために使用す
る器材。下咽頭までの気道確保。挿管チューブよりも短いチューブの先端に、皿
形のカフが付いたもの簡便で気道損傷が少ない。乳児から成人までマスクのサイ
ズが数種類ある。

※3 平成14年総務省消防庁と厚生労働省により「救急救命士の業務あり方等に関
する検討会」において、平成16年7月を目途に認めるという検討結果が示された。
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制度全体の見直しを

―― 医行為の担い手の問題はどのような

かたちで整理すべきなのでしょうか。

平林 結論的に言えば、私は医行為を誰

がどのように分担するか、抜本的に見直さ

なければならない時期に来ていると考えて

います。これまでの医療システムは医師を

頂点とする縦型の分業体制できましたが、

業務と責任の分担の仕方を、全面的に見直

していく必要があるのではないでしょうか。

もはや医師がオールマイティな存在として

すべてを握る時代ではないとするなら、医

師は、例えば医行為の一部を看護師に委

譲することを考えてもよいのではないでしょ

うか。看護師もまた、他のコメディカルや介

護職にその業務の一部を委譲していくこと

が考えられていいのではないでしょうか。そ

のためには、医療関係者のみならず福祉関

係者をも含めた連携のあり方を再検討し、そ

れを踏まえた法的枠組みを再構築すること

が求められます。そうしなければチーム医療

がうまく機能しない可能性があります。

また、在宅医療を支えるためにも、担い手

の問題をきちんと法制度論的に整理してお

くべきです。ところが、例えば、ＡＬＳ患者に

対するたんの吸引の問題にしても、これま

での議論は制度の枠組みに踏み込まず、い

わばなし崩し的に、実質的違法性阻却論の

ようなかたちでの議論に終始してきました。

これは、「何か起きたとき、事後的にどう救済

するか」というときの議論であって、各職種

間の業務分担をどう考えるかというときに根

拠として持ち出すべき議論ではないと思い

ます。この問題は、法制度論的に考え直す

べきなのではないでしょうか。全体の法改

正には時間がかかるというなら、制度論的

全体像を踏まえ、現実に対応できるところか

ら進めていくことが考えられるべきでしょう。

―― 保助看法や医師法も抜本的に見直

す必要があるのでしょうか。

平林 保助看法は戦前からの流れを受け

た保健婦規則、看護婦規則、助産婦規則

を昭和23年に一本化したような法律です。

その後、20回ほど改正されましたが、その基

本的枠組みは、極端な言い方をすれば、明

治時代からさほど大きく変っていません。医

師法にしても、旧法をかなり引きずっていま

す。法律の部分的な手直しはなされてきま

したが、医療システム全体を見直すのであ

れば、やはり医師法そのものに手を付けな

ければなりません。そもそも「医師でなけれ

ば、医業をなしてはならない」としている第

17条をどうするのか。そのまま維持するの

か否か。本来はその議論から入るべきなの

かもしれませんが、第17条を含めて医師法

を大きく変えようとすれば、かなり激しい議

論が展開されることになるでしょう。

―― これからの医療の対応するため、医

師に求められることは。

平林 まずは、免許更新制度を導入すべ

きではないでしょうか。常に自分の知識と技

術を先端のレベルに保っていくべきであり、

いざ事故が起きてから「研鑽義務に違反し

て責任がある。」と言っても遅過ぎます。

知識と技術のレベルを一定以上にキー

プすることが必要であるのは、無論医師だ

けでなく看護師、その他のコメディカルにつ

いても同様ですね。

―― 自らを律する厳しさがあってこそ、専

門職が相互に信頼できるということですね。

平林 免許更新の制度を導入し、自己研

鑽を怠らない。自らを律し、不正を働く仲間

がいれば、厳正に対処する。そのように、専

門職団体がしっかりコントロールしていくの

が本来のあり方でしょう。専門職のことにつ

いて国家がいちいち乗り出していくのはい

かがなものかという議論のあることは私も

承知しているつもりですが、わが国の場合、

明治からの歴史的経緯、あるいは現状を考

えると、次善の策として国がある程度コント

ロールしなければならないのかもしれませ

ん。その意味において、医療行政を司る厚

生労働省の責任は重いはずです。

―― 今年、「医療安全の確保に向けた保

助看法等のあり方に関する検討会（座長・

山路憲夫白梅学園大学教授／以下、検討

会）」が立ち上がり、平林先生もメンバーと

して参加されていますが、今後、どのような

スケジュールで検討されるのでしょうか。

平林 検討会は6月に「中間まとめ」をしま

た。今年中か、遅くとも今年度中に最終的

な報告書を出すことになっています。医療

安全の確保に向けた現実的な問題点の検

討と同時に、今後は、保助看法の改正、研

修や免許更新のことなどの大きな論点につ

いても議論されることになるでしょう。そこで

取り上げられることになっている論点はそれ

ぞれに重要ですが、ツギハギだらけの医療

システムをこのまま放置していては全体の

整合性がとれません。私は、多少時間がか

かっても、「医療システム全体をどうしていく

か」という大きな観点から、議論に参加した

いと思っています。
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